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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第137期

第２四半期連結
累計期間

第138期
第２四半期連結
累計期間

第137期
第２四半期連結
会計期間

第138期
第２四半期連結
会計期間

第137期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 18,054 12,213 9,125 6,211 30,774

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 616 △451 338 14 △681

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(百万円) 385 △486 173 △4 △1,346

純資産額 (百万円) ― ― 13,325 10,824 10,640

総資産額 (百万円) ― ― 38,655 29,696 31,282

１株当たり純資産額 (円) ― ― 357.09 290.04 285.10

１株当たり四半期純利
益金額又は１株当たり
四半期(当期)純損失金
額(△)

(円) 10.35 △13.03 4.64 △0.13 △36.10

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 34.5 36.4 34.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △257 2,532 ― ― 410

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,677 △869 ― ― △2,646

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,980 △1,755 ― ― 2,499

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,544 1,668 1,767

従業員数 (名) ― ― 443 435 444

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 435

(注)  従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 382

(注)  従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(トン) 前年同四半期比(％)

油脂製品 10,360 +83.6

石化製品 15,832 △12.6

合計 26,193 +10.2

　

(2) 受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は、需要予測に基づく見込生産を行っているため、該当事項はあ

りません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

油脂製品 2,399 △18.8

石化製品 3,811 △38.2

合計 6,211 △31.9

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

当社は、事業資金の効率的で安定的な調達を図るため、取引金融機関数行との間でシンジケートローン契

約を締結しております。当該契約には一定の財務制限条項があり各年度の第２四半期末日及び年度末日に

おける単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の合計額を当該決算期の直前の決算期（第２四半期

含む）の末日又は基準となる決算期の末日のいずれか大きい方の75％以上に維持すること、及び各年度の

決算期における単体及び連結の損益計算書における経常損益が２期連続で損失とならないようにすること

の取り決めがなされております。

　当第２四半期連結会計期間末において、本財務制限条項の一部に抵触しており、これらに抵触した場合、該

当する借入金の一括返済及び契約解除の恐れがあり、当社の資金調達に影響を及ぼす可能性がありますが、

平成21年11月12日現在、当社は、当該財務制限条項への抵触を期限の利益の喪失事由としないように、取引

金融機関に働きかけております。

　なお、期限の利益を喪失した場合においても、当社の資金繰状況を総合的に勘案した結果、当該借入金の返

済に問題は生じないものと判断しております。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国発の金融不安に端を発した世界的経済減速に

より企業収益の減少、雇用情勢の急速な悪化がみられたなか、政府による数次の追加経済対策もあって、

生産や輸出は緩やかながらも持ち直しの動きをみせました。しかしながら、依然として個人消費の伸び悩

みや円高の進行といったマイナス要因をはらんでおり、景気の先行きには不安感の強い環境が続いてお

ります。

　化学業界におきましても、海外経済の回復を背景に輸出の増加基調や在庫調整が一服したことで一部の

製造業を牽引とした景気回復期待がある一方、国内消費の回復はいまだおぼつかないままに推移し、厳し

い事業経営を余儀なくされました。

　このような環境のなか、当社グループにおきましては、営業活動において収益性の高い高付加価値製品

の拡販に努めるとともに、人件費をはじめとする経費全般の削減および製造・物流などのトータルコス

トの合理化を行うなど、より一層の業績回復に取り組んでまいりました。しかしながら、引き続き需要の

低迷感が払拭されず、加えて原材料の上昇や為替市場の円高などにより収益確保には非常に厳しい状況

でありました。　　　　　　

　この結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高は、62億１千１百万円（前年同四

半期比31.9％減）となり、収益面では、経常利益は１千４百万円（前年同四半期比95.6％減）、四半期純

損失は４百万円（前年同四半期は１億７千３百万円の四半期純利益）を計上することとなりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　油脂製品セグメント

脂肪酸、グリセリン等の油脂製品は、主要需要先での在庫調整の影響を受け、販売は総じて低調に

推移いたしましたが、子会社である千葉脂肪酸株式会社の製品の取扱いを含め、販売数量は増加いた

しました。一方、売上高につきましては、原料相場に応じた販売価格の改定を行ったことにより減少

いたしました。

　アルコール製品は界面活性剤・トイレタリー分野での販売が堅調に推移いたしましたが、輸出販売

の低迷がひびき、販売数量・売上高ともに減少いたしました。

　以上の結果、油脂製品セグメントの当第２四半期連結会計期間の売上高は23億９千９百万円とな

り、前年同四半期比18.8％の減少となりました。
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②　石化製品セグメント

石化製品セグメントにおける化成品部門におきましては、主力の可塑剤は建材分野での需要回復

が遅れるなか、自動車関連分野において政府による景気刺激策の効果が表れたほか、輸入品の減少に

より販売数量は回復傾向に向かいました。また、採算面では原油・ナフサ価格の高騰に応じた販売価

格の改定を行いました。しかしながら、需要の本格回復には至らず、販売数量・売上高ともに減少い

たしました。

　ベンゼン誘導体につきましても、自動車関連分野が緩やかに持ち直しを見せるものの、需要回復の

本格化には、なお時間を要するため、販売数量・売上高ともに減少となりました。

機能製品部門では、自動車関連・電機分野において期初、在庫調整の進展により、需要が一時的に

急増いたしましたが、その後は安定した出荷に転じ推移いたしました。一方、輸出につきましては、中

国向けを中心に販売数量としては好調に推移いたしましたが、売上高におきましては、市況の低迷に

加え、為替の急速な円高などにより減少いたしました。

　樹脂添加剤は、国内は緩やかな回復基調をたどっているほか、輸出につきましてもアジア市場にお

ける新規取引の開始により、総じて順調に推移いたしました。

　以上の結果、石化製品セグメントの当第２四半期連結会計期間の売上高は38億１千１百万円とな

り、前年同四半期比38.2％の減少となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前年度末比△5.1％、金額で15億８千６百万円減少の296億９

千６百万円となりました。

　流動資産につきましては、主として棚卸資産の減少により前年度末比△14.5％、金額で23億２千９百万

円減少の137億２千７百万円となりました。固定資産につきましては投資有価証券の増加等により前年度

末比+4.9％、金額で７億４千３百万円増加し159億６千８百万円となりました。

　流動負債につきましては、短期借入金の減少等により前年度末△15.3％、金額で19億６千１百万円減少

の108億５千７百万円となりました。固定負債につきましては、繰延税金負債の増加等により前年度末比

+2.4％、金額で１億９千万円増加の80億１千３百万円となり、負債の部合計では、前年度末比△8.6％、金

額で17億７千万円減少の188億７千１百万円となりました。

　純資産につきましては、四半期純損失を計上しましたものの、評価・換算差額等の増加により前年度末

比+1.7％、金額で１億８千４百万円増加の108億２千４百万円となりました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は36.4％、１株当たり純資産額は290円04銭とな

りました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第１四半期連結

会計期間末に比べ２億５百万円増加し、16億６千８百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、資金は11億６千万円増加（前年同四半期は３億５千１百万円減少）しました。これは

主に、たな卸資産の減少６億４千３百万円、仕入債務の増加６億９千９百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、資金は６億８千８百万円減少（前年同四半期は７億５千８百万円減少）しました。こ

れは主に、有形固定資産の取得６億４千２百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、資金は２億６千万円減少（前年同四半期は14億２千２百万円増加）しました。これは

主に、借入金の減少２億３千７百万円によるものであります。

　

また、当社は、事業資金の効率的で安定的な調達を図るため、取引金融機関数行との間でシンジケート

ローン契約を締結しております。当該契約には一定の財務制限条項があり各年度の第２四半期末日及び

年度末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の合計額を当該決算期の直前の決算期

（第２四半期含む）の末日又は基準となる決算期の末日のいずれか大きい方の75％以上に維持するこ

と、及び各年度の決算期における単体及び連結の損益計算書における経常損益が２期連続で損失となら

ないようにすることの取り決めがなされております。

　当第２四半期連結会計期間末において、本財務制限条項の一部に抵触しており、これらに抵触した場合、

該当する借入金の一括返済及び契約解除の恐れがあり、当社の資金調達に影響を及ぼす可能性がありま

すが、平成21年11月12日現在、当社は、当該財務制限条項への抵触を期限の利益の喪失事由としないよう

に、取引金融機関に働きかけております。

　なお、期限の利益を喪失した場合においても、当社の資金繰状況を総合的に勘案した結果、当該借入金の

返済に問題は生じないものと判断しております。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億４千３百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間末に計画していた設備計画は、総額及び完了予定年月が次のように変更

となりました。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法
着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出
会社

堺工場
(堺市)

石化製品
生産設備の
増強

1,3781,371
自己資金
及び
借入金

平成19年
９月

平成22年
４月

5,000t/年
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,008,90638,008,906
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 38,008,90638,008,906― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年９月30日 ― 38,008,906 ― 5,660 ― 4,246
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(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

MORGAN STANLEY & CO. 
INTERNATIONAL PLC
(常任代理人　モルガン・スタン
レー証券株式会社)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF. 
LONDON E14 4QA. U.K.
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３
恵比寿ガーデンプレイスタワー)

3,140 8.2

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 1,869 4.9

UNION BANCAIRE PRIVEE
(常任代理人　株式会社三井住友
銀行)

RUE DU RHONE 96-98. 
CASE POSTALE 1320. 1211 GENEVE
(東京都千代田区有楽町１丁目１番２号)

1,864 4.9

MLPFS CUSTODY ACCOUNT
(常任代理人　メリルリンチ日本
証券株式会社)

SOUTH TOWER WORLD FINANCIAL CENTER 
NEW YORK NY 10080-0801 USA
(東京都中央区日本橋１丁目４－１
日本橋一丁目ビルディング)

1,686 4.4

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１－１ 1,633 4.2

協和発酵ケミカル株式会社 東京都中央区日本橋室町３丁目２－15 1,209 3.1

フクダ電子株式会社 東京都文京区本郷３丁目39番４号 1,199 3.1

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,155 3.0

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 941 2.4

日油株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 922 2.4

計 ― 15,622 41.1

(注)　当第２四半期末における日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数については、当社

として把握することができないため記載しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

715,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,229,900
372,299 ―

単元未満株式
普通株式

63,606
― ―

発行済株式総数 38,008,906― ―

総株主の議決権 ― 372,299 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新日本理化株式会社

京都市伏見区葭島
矢倉町13番地

715,400 ― 715,400 1.9

計 ― 715,400 ― 715,400 1.9

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 135 140 143 141 141 139

最低(円) 122 125 131 128 127 131

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(営業本部長)

取締役
(営業本部長兼購買部長)

状家　美香 平成21年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,703 1,782

受取手形及び売掛金 8,216 8,031

商品及び製品 1,823 2,738

仕掛品 1,093 1,842

原材料及び貯蔵品 771 1,439

その他 127 236

貸倒引当金 △8 △14

流動資産合計 13,727 16,056

固定資産

有形固定資産 ※１, ※２
 7,831

※１, ※２
 8,128

無形固定資産 260 284

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 7,393

※２
 6,280

その他 484 532

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 7,877 6,811

固定資産合計 15,968 15,225

資産合計 29,696 31,282

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,140 4,064

短期借入金 5,354 6,941

未払法人税等 21 33

賞与引当金 104 100

その他 1,236 1,679

流動負債合計 10,857 12,819

固定負債

長期借入金 5,275 5,397

退職給付引当金 1,833 1,826

役員退職慰労引当金 13 13

その他 892 585

固定負債合計 8,013 7,822

負債合計 18,871 20,642
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,660 5,660

資本剰余金 4,246 4,246

利益剰余金 1,018 1,504

自己株式 △168 △168

株主資本合計 10,757 11,244

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 957 384

繰延ヘッジ損益 △35 △31

為替換算調整勘定 △863 △964

評価・換算差額等合計 58 △611

少数株主持分 8 7

純資産合計 10,824 10,640

負債純資産合計 29,696 31,282
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 18,054 12,213

売上原価 15,371 10,877

売上総利益 2,683 1,336

販売費及び一般管理費 ※１
 2,206

※１
 1,833

営業利益又は営業損失（△） 477 △497

営業外収益

受取配当金 76 58

持分法による投資利益 136 110

その他 30 43

営業外収益合計 243 213

営業外費用

支払利息 94 106

その他 9 60

営業外費用合計 104 166

経常利益又は経常損失（△） 616 △451

特別損失

固定資産除却損 22 4

投資有価証券評価損 180 －

減損損失 － 12

会員権評価損 － 2

その他 4 3

特別損失合計 206 22

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

410 △474

法人税、住民税及び事業税 24 8

法人税等調整額 0 2

法人税等合計 25 10

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 0

四半期純利益又は四半期純損失（△） 385 △486
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 9,125 6,211

売上原価 7,727 5,275

売上総利益 1,398 935

販売費及び一般管理費 ※１
 1,071

※１
 923

営業利益 326 12

営業外収益

持分法による投資利益 84 78

その他 20 25

営業外収益合計 105 104

営業外費用

支払利息 49 55

為替差損 36 3

デリバティブ評価損 － 21

その他 7 20

営業外費用合計 94 102

経常利益 338 14

特別利益

会員権評価損戻入益 － 1

特別利益合計 － 1

特別損失

固定資産除却損 19 2

投資有価証券評価損 168 －

減損損失 － 12

その他 4 4

特別損失合計 192 18

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

145 △2

法人税、住民税及び事業税 △32 4

法人税等調整額 5 △1

法人税等合計 △27 2

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 0

四半期純利益又は四半期純損失（△） 173 △4
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

410 △474

減価償却費 533 592

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △5

賞与引当金の増減額（△は減少） △2 3

退職給付引当金の増減額（△は減少） △100 6

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3 △0

受取利息及び受取配当金 △82 △61

支払利息 94 106

持分法による投資損益（△は益） △136 △110

固定資産除却損 22 4

投資有価証券評価損益（△は益） 180 －

減損損失 － 12

売上債権の増減額（△は増加） △619 △184

たな卸資産の増減額（△は増加） △762 2,330

仕入債務の増減額（△は減少） 215 75

その他 △26 260

小計 △277 2,555

利息及び配当金の受取額 147 92

利息の支払額 △105 △93

法人税等の支払額 △22 △20

営業活動によるキャッシュ・フロー △257 2,532

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △20

定期預金の払戻による収入 12 －

有形固定資産の取得による支出 △1,386 △854

投資有価証券の取得による支出 △5 △20

関係会社株式の取得による支出 △293 △9

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

1 －

貸付けによる支出 △16 △18

貸付金の回収による収入 21 19

その他 △9 32

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,677 △869

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

17/28



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 7,310 4,900

短期借入金の返済による支出 △6,410 △7,320

長期借入れによる収入 2,212 1,200

長期借入金の返済による支出 △873 △488

社債の償還による支出 △30 －

配当金の支払額 △185 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △42 △46

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,980 △1,755

現金及び現金同等物に係る換算差額 17 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 63 △99

現金及び現金同等物の期首残高 1,481 1,767

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,544 1,668

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

18/28



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 25,628百万円

※２　担保資産 　
担保に供されている資産について、事業の運営にお
いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末
日に比べて著しい変動が認められるもの

工場財団(土地、建物及び構築物、

機械装置及び運搬具)
1,933百万円

　　　土地 627百万円

　　　建物及び構築物 95百万円

　　　投資有価証券 1,067百万円

　３　受取手形裏書譲渡高 3百万円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 25,083百万円

※２　担保資産 　

 
 

工場財団(土地、建物及び構築物、

機械装置及び運搬具)
2,060百万円

　　　土地 556百万円

　　　投資有価証券 759百万円

　 　

　３　受取手形裏書譲渡高 0百万円
　　４　シンジケートローン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

金融機関７行とシンジケートローン契約を締結し

ております。この契約に基づく当第２四半期連結

会計期間末日の借入金未実行残高は次のとおりで

あります。

総額）

シンジケートローン総額 5,250百万円
　

借入実行残高 3,710百万円
　

差引 1,540百万円

　４　シンジケートローン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

金融機関７行とシンジケートローン契約を締結し

ております。この契約に基づく当連結会計年度末

日の借入金未実行残高は次のとおりであります。

総額）

シンジケートローン総額 5,250百万円
　

借入実行残高 4,700百万円
　

差引 550百万円

内訳）

Ⅰ）平成20年３月31日契約締結

内訳）

Ⅰ）平成20年３月31日契約締結

コミットメント期間付ター

ムローン総額
2,500百万円

借入実行残高 2,500百万円

差引 ―百万円

（本契約における財務制限条項）

コミットメント期間付ター

ムローン総額
2,500百万円

借入実行残高 2,500百万円

差引 ―百万円

（本契約における財務制限条項）

①　各年度の決算日及び第２四半期末日における

連結の貸借対照表における純資産の部の金額

を平成19年３月期あるいは直前決算期（第２

四半期を含む）における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額のいずれか大きい方

の75％以上に維持すること。

①　各年度の決算日及び第２四半期末日における

連結の貸借対照表における純資産の部の金額

を平成19年３月期あるいは直前決算期（第２

四半期を含む）における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額のいずれか大きい方

の75％以上に維持すること。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に

示される経常損益が２期連続して損失となら

ないようにすること。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に

示される経常損益が２期連続して損失となら

ないようにすること。

当第２四半期連結会計期間末においては、当社で

締結しているⅠ）のコミットメント期間付ターム

ローン契約において、上記の財務制限条項に記載

した①の要件に抵触いたしました。

平成21年11月12日現在、当社は、当該財務制限条項

への抵触を期限の利益喪失事由としないように、

取引金融機関に働きかけております。

なお、期限の利益を喪失した場合においても、当社

の資金繰状況を総合的に勘案した結果、当該借入

金の返済に問題は生じないものと判断しておりま

す。

当連結会計年度においては在庫の評価減、減損損

失、投資有価証券の評価損の計上により損益が悪

化したことや株式の時価の下落、円高による評価

・換算差額等の減少により、当社で締結している

Ⅰ）のコミットメント期間付タームローン契約に

おいて、上記の財務制限条項に記載した①の要件

に抵触いたしました。

ただし、全ての金融機関から当該財務制限条項へ

の抵触を期限の利益喪失事由としない旨の承諾を

得ております。

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

19/28



当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

Ⅱ）平成21年３月25日契約締結 Ⅱ）平成21年３月25日契約締結

コミットメントライン総額 2,750百万円

借入実行残高 1,210百万円

差引 1,540百万円
　

コミットメントライン総額 2,750百万円

借入実行残高 2,200百万円

差引 550百万円
　（本契約における財務制限条項）

①　各年度の決算日及び第２四半期末日における

連結の貸借対照表における純資産の部の金額

を平成20年３月期あるいは直前決算期（第２

四半期を含む）における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額のいずれか大きい方

の75％以上に維持すること。

（本契約における財務制限条項）

①　各年度の決算日及び第２四半期末日における

連結の貸借対照表における純資産の部の金額

を平成20年３月期あるいは直前決算期（第２

四半期を含む）における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額のいずれか大きい方

の75％以上に維持すること。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に

おける経常損益が２期連続して損失とならな

いようにすること。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に

おける経常損益が２期連続して損失とならな

いようにすること。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 646百万円

　賞与引当金繰入額 66百万円

　退職給付費用 20百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 541百万円

　賞与引当金繰入額 29百万円

　退職給付費用 33百万円

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 305百万円

　賞与引当金繰入額 46百万円

　退職給付費用 8百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 280百万円

　賞与引当金繰入額 21百万円

　退職給付費用 15百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金 1,564百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △20百万円

現金及び現金同等物 1,544百万円

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金 1,703百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △35百万円

現金及び現金同等物 1,668百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 38,008,906

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 715,469

　

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。
　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,953 6,172 9,125 ― 9,125

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,953 6,172 9,125 ― 9,125

営業利益 43 760 804 (477) 326

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

３　会計処理の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

４　追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置の主なものについては、従来、耐用年数を７～９年としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より８年に変更しました。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,399 3,811 6,211 ― 6,211

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,399 3,811 6,211 ― 6,211

営業利益 19 409 428 (415) 12

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

6,109 11,945 18,054 ― 18,054

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 6,109 11,945 18,054 ― 18,054

営業利益 154 1,289 1,443 (965) 477

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

３　会計処理の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

４　追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置の主なものについては、従来、耐用年数を７～９年としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より８年に変更しました。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「油脂製品」で０百万円減少、「石化製品」で14百万

円増加、「消去又は全社」で０百万円減少しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,809 7,404 12,213 ― 12,213

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,809 7,404 12,213 ― 12,213

営業利益又は営業損失(△) △175 479 303 (801) △497

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自  平成20年

４月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21

年９月30日)

在外連結子会社及び在外支店がありませんので、開示を行っておりません。

　

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

23/28



【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　

　 アジア・オセアニア 欧州 米州 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 748 168 64 981

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 9,125

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

8.2 1.9 0.7 10.8

(注) １　国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

　 アジア・オセアニア………台湾・中国・韓国等

　 欧州…………………………英国・ドイツ等

　 米州…………………………米国・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　

　 アジア・オセアニア 欧州 米州 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,385 477 164 2,028

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 18,054

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.7 2.6 0.9 11.2

(注) １　国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

　 アジア・オセアニア………台湾・中国・韓国等

　 欧州…………………………英国・ドイツ等

　 米州…………………………米国・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　 アジア・オセアニア 欧州 米州 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 819 374 134 1,328

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 12,213

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.7 3.1 1.1 10.9

(注) １　国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

　 アジア・オセアニア………台湾・中国・韓国等

　 欧州…………………………英国・ドイツ等

　 米州…………………………米国・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 290円04銭
　

　 　

　 285円10銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び１株当たり四半期純損失金額

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 10円35銭
　

１株当たり四半期純損失金額 13円03銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

385 △486

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

385 △486

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,299 37,293

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 4円64銭
　

１株当たり四半期純損失金額 0円13銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

173 △4

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

173 △4

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,298 37,293

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

新日本理化株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　檀　　上　　秀　　逸　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本理化株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本理化株式会社及び連結子会社の平成20

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

27/28



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月12日

新日本理化株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　林　　　　　由　　佳　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本理化株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本理化株式会社及び連結子会社の平成21

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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